















1 　24 時間週 7 日経済の背景





　アメリカの社会学者ハリエット・プレッサーの 2003 年の著書 Working in a 24/7 Economy 
（Presser 2003）を嚆矢として，労働の 24 時間化が人々の生活に及ぼす影響についての関心が世界








意味を持つ。このような視点から，欧米では 24 時間週 7 日経済に伴う働き方の変化と家族のウェ
ルビーイングに関して多数の研究が蓄積されつつあるが，日本で家族政策との関連からこの問題を
論じた研究はほとんどない。









論じる。第 4 節では，母親たちの働き方に注目し，母子世帯とふたり親世帯の比較を行う。第 5 節
はまとめである。
1　24 時間週 7 日経済の背景
　24/7（24 hours/ 7 days）は「24 時間営業」ないし「年中無休」と翻訳されることが多いが，小
売り店舗の営業時間についての用例が多く，経済を表すには適当ではない。そこで本稿では，直訳
ではあるが “24/7 economy” を「24 時間週 7 日経済」と呼ぶことにする。






















　制度面では，1990 年代に進んだ諸規制の緩和が，日本で 24 時間週 7 日経済が広まる契機となっ






























































































































（資料）経済産業省産業構造審議会・産業技術環境分科会・地球環境小委員会 流通・サービス WG への日本百貨店協
会提出資料（2016 年 2 月 18 日）より筆者作成。http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/sangyougijutsu/
chikyu_kankyo/ryutsu_service_wg/pdf/h27_001_07_01.pdf
　大規模小売店舗の営業時間延長の状況を，全国百貨店のデータで示したものが図 1 である。1990
年に 2,847 時間であった年間総営業時間は，大店法規制緩和を契機に 3,000 時間を超えるようにな
り，大店法廃止翌年の 2001 年には前年より 219 時間増加して過去最長の 3,577 時間に達している。
店舗数が減少トレンドに入っても，営業時間は年間 3,500 時間前後の水準で推移している。2014 年




スストアの店舗数は 1988 年に 1 万店，1996 年には 3 万店に達し，2013 年には 5 万店を超えた。
　一方，法定労働時間は 1980 年代半ば以降，段階的に短縮されていった。日米構造協議以前から
日米間の貿易摩擦は主要な政策課題となっており，余暇の増加による内需拡大と輸入増を図るた
め，1985 年の経済審議会「1980 年代経済社会の展望と指針」では 1990 年までに年間 2,000 時間労
働を実現することが，また，「新前川レポート」（1987 年）では 20 世紀中に米英の水準を下回る年
間 1,800 時間労働を実現することが政府目標として掲げられた。こうした動きを受けて，法定労働
時間は，それまでの週 48 時間から 1988 年に週 46 時間，1991 年に週 44 時間へと短縮され，1997
年には全面的に週 40 時間制へと移行した。ただし，週 40 時間制は主に週休二日制の普及によって
実現したため，平日の所定内労働時間の短縮にはつながらなかった（厚生労働省 2015）。さらに，
所定外労働時間（残業）も減少しなかったため，一般労働者の年間総実労働時間は 2015 年におい
ても 1990 年代とほぼ同水準（年間 2,026 時間）に高止まりしている。しかも，法定労働時間が削
減されても賃下げは行われなかったので，一般労働者の時間当たり賃金は上昇した。このような労
働コストの増加を受けて企業は新卒採用を抑制したため，若年労働者の非正規化が進むこととなっ
た（Kawaguchi, Naito, & Yokoyama 2017）。
　実質賃金の低迷
　生産の 24 時間週 7 日化や営業時間規制の緩和は労働需要サイドの変化であるが，それに対応す


















給面から労働の 24 時間週 7 日化を支える役割を果たしたと考えられる。
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2　24 時間週 7 日経済の実情
　非典型時間帯の定義と海外の状況





中」が何時から何時を指すのかはまちまちである。多くの研究では 9 時から 17 時までの時間帯を
「日中」としているが，8 時から 16 時までの間に労働時間の大半が含まれる場合を daytime とする
ケース（Presser & Ward 2011）や 6 時から 18 時の時間帯を目安にするケース（McMenamin 
2007）もある。
　アメリカの 2004 年の調査では，雇用者の 17.7％が部分的にせよ，6 時～ 18 時から外れる時間帯
に就労している（McMenamin 2007）。このうち最も多いのは 14 時から深夜にかけてのシフトで，
6.8％を占める。労働者の属性別では，黒人，高校中退者，10 代から 20 代前半の年齢層に非典型時
間帯労働者が多い（同）。また，1961 年から 1965 年までに生まれたアメリカ人の 90％は 39 歳にな
るまでに何らかの非典型時間帯労働を経験し，とくに大卒者と黒人にその傾向が強いとされる
（Presser & Ward 2011）。オーストラリアでは，2001 ～ 2004 年の期間に雇用者の 42.7％が何らか
非典型時間帯労働をしており，とくにパートタイム雇用者ではその比率が 54.0％に上る（Dockery 
et al. 2009）。欧州 12 カ国における非典型時間帯労働を分析した研究によると，25 ～ 64 歳の非農林
業雇用者のうち非典型時間帯労働をしている労働者の比率は，イギリス（29.4％）とオランダ
（27.4％）で高くなっている。北欧諸国を除けば女性よりも男性のほうが非典型時間帯労働をする比




では午後 7 時に男性正規雇用者の 35.9％，非正規雇用者の 21.0％が就業しており，その比率は
1996 年よりもそれぞれ 5 ポイント以上上昇している。さらに，非正規雇用者を中心に深夜労働も
増加しており，全体として就業時間の深夜化が進んでいると指摘している。ただし，この研究の分
析対象は男性雇用者であり，期間も 1996 年から 2006 年までの 10 年間に限定されている。
　そこで「社会生活基本調査」（総務省）に基づき男女合わせた全ての就業者について，平日の時







よると 1991 年の就業者数は 6,369 万人であるが，2011 年は 6,289 万人に減少している。全体の就
業者数が減少しているにもかかわらず，午前 2 時 30 分では 62 万人，午前 7 時 30 分は 193 万人，




























































































































































































































































































































































































　他方，アメリカでは 2010 年時点で就業者の 3.5％がオン・コール労働者であると推計されている
（Government Accountability Office 2015）。オン・コール労働者の場合，仕事が入ることを予想し
て他の仕事を断ったり，ベビー・シッターの手配をしたりしても，直前にキャンセルされてしまう
と機会費用を含めて大きな経済的負担が生じる。2015 年春にニューヨーク州の司法長官が，
Abercrombie & Fitch など有名小売店チェーンで特に労働者に不利なオン・コールでのシフト勤
務体制がとられていることを問題視し，調査を開始した。これが Wall Street Journal で報道され
て社会的批判を浴びたため，最近では有名小売店チェーンや飲食店が相次いでシフト体制の見直し
に入るようになっている。
　Katz & Krueger（2016）によると，オン・コール労働者，独立請負人（independent contractor），
派遣労働者，契約労働者などの「多様な働き方（alternative work arrangements）」は 2005 年以


















クが他の労働者より高いことが明らかにされている（Morikawa et al. 2005）。さらに，非典型時間





























およびカナダの調査データを用いた分析で明らかにされている（Joshi & Bogen 2007；Strazdins 
et al. 2004, 2006；Li et al. 2014）。父親が非典型時間帯労働をする場合と母親がする場合とで影響
度に有意な差はないが，どちらの親であっても，子どもが幼い時期に非典型時間帯労働をするほ
ど，感情面・行動面の問題は増加する。学齢期の児童についても，母親が非典型時間帯労働をする
年数が長いほど，4 ～ 10 歳の子どもの問題行動が増加することが報告されている（Han 2008）。さ
らに，母親が深夜労働をしたり，父親が夜間労働をしたりする年数が長くなるほど，13 ～ 14 歳時
点での子どもの鬱傾向が高まる（Han & Miller 2009）（２）。また，母親が深夜労働をする年数が増加





が低くなる傾向がある（Han & Fox 2011）。
　もうひとつ注目されるのは，子どもの肥満への影響である。母親が 4 年未満あるいは 10 年以上
にわたって非典型時間帯労働に関わっていると，13 ～ 14 歳の子どもの BMI が高い傾向があると
報告されている（Miller & Han 2008）。オーストラリアのデータを用いた研究では，父親が非典型
時間帯労働をしていると子どもが肥満傾向あるいは肥満になる確率が高まると報告されている




ると指摘されている（Dockery et al. 2009；Han 2008）。
（２）　Han & Miller（2009）での深夜労働は午後 9 時以降に開始して午前 8 時までに終了する仕事を指し，夜間労働








　「子育て世帯全国調査」は 18 歳未満の子どもがいるふたり親世帯 2,000 世帯とひとり親世帯 2,000





割合が高い。母子世帯の母親のうち 17.1％は日常的に夜間（18 時～ 22 時）に，また，7.4％は深夜






（5 ～ 8 時）
日中
（8 ～ 18 時）
夜間
（18 ～ 22 時）
深夜
（22 ～翌 5 時）
ふたり親世帯
総数 1,456 4.7 64.4 9.1 4.3
0 ～ 5 歳 547 3.1 51.0 5.3 4.2
6 ～ 11 歳 418 3.8 71.3 8.2 3.8
12 ～ 17 歳 421 8.1 75.5 15.7 5.5
母子世帯
総数 621 6.9 80.4 17.1 7.4
0 ～ 5 歳 108 4.6 79.6 14.8 10.2
6 ～ 11 歳 206 6.3 79.6 14.1 5.8
12 ～ 17 歳 267 8.6 81.6 21.0 7.1
（注）対象は 18 歳未満の未婚の子がいる母親。子の祖父母と同居の場合も含む。母親は無業者を含む。
（資料）労働政策研究・研修機構「子どものいる世帯の生活状況および保護者の就業に関する調査 2012（第 2 回子育












世帯の母親と比較して，母子世帯の母親の就業率はおしなべて高く，9 時～ 17 時から外れる時間
帯の就業率も高い（６）。末子が就学前であっても，朝 8 時の時点で母子世帯の母親の 10.7％はすでに
仕事をしている（ふたり親世帯の母親は 4.5％）。17 時 30 分の時点では母子世帯の母親の 20.3％が






































































帯の場合は 6 割強にとどまり，週 1 ～ 3 日程度という回答も多い（次頁表 2）。子どもの年齢構成
の違いによって夕食の時間が異なる可能性をコントロールするために，末子が小学校低学年（6 ～
8 歳）である世帯に限定しても，同じような格差がみられる。しかも「週 1 日程度」や「ほとんど
（６）　「子育て世帯全国調査」から把握される非典型時間帯の就業率との違いは，以下の要因によると考えられる。
第 1 に，「子育て世帯全国調査」が「ふだん働いている時間帯」を質問しており，曜日や日を特定しているわけで
はないのに対し，「社会生活基本調査」は 10 月の特定の週の状況を調査している。第 2 に，「子育て世帯全国調査」


















　末子 6 ～ 8 歳
1,456 80.5 7.1 8.3 1.1 1.4 1.6
209 86.6 6.2 5.7 － － 1.4
母子世帯
　末子 6 ～ 8 歳
621 62.6 10.5 16.3 4.7 3.4 2.6
87 69.0 12.6 9.2 6.9 2.3 －
（注）対象は 18 歳未満の未婚の子がいる母親。子の祖父母と同居の場合も含む。
（資料）労働政策研究・研修機構「子どものいる世帯の生活状況および保護者の就業に関する調査 2012（第 2 回子育
て世帯全国調査）」JILPT シリーズ№ 109，2013 年 4 月より筆者作成。
表 3　末子が就学前の親の 1日あたり仕事時間と育児時間（分）
2001 年 2011 年 変化幅
　 仕事 育児 仕事 育児 仕事 育児
母子世帯の母 258 84 256 122 － 2 38
二親世帯の母 79 180 94 202 15 22
二親世帯の父 459 25 476 39 17 14











　2011 年における母子世帯の母親の育児時間は 1 日平均 122 分で，10 年前（2001 年）より 38 分
増加している。一方，ふたり親世帯の母親の育児時間は，2001 年に 1 日平均 180 分であったもの
が，10 年間で 22 分増加して 2011 年には 202 分となっている。母親の育児時間だけに注目すれば，
母子世帯とふたり親世帯の育児時間格差は縮小していることになる。しかし，同期間にふたり親世
帯の父親の育児時間が 14 分増加しているため，結果として世帯間の 2 倍近い育児時間の格差は，
ほとんど変わらない。もともと，母子世帯の母親の仕事時間はふたり親世帯の母親よりも 1 日あた





























　本稿では 24 時間週 7 日経済が広まった社会経済的背景を振り返るとともに，その影響について
の先行研究をレビューし，ワーク・ライフ・バランスへの影響を子どものいる母親を中心に把握し
た。24 時間週 7 日経済の進展は不可逆的とみられるなかで，社会政策はどのような方向に進むべ
きであろうか。
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